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1.1 はじめに 

東京から地方中核都市に至るまで,我国

の都市はハイテクを極限まで追求すること

により,その機能を保持し利便性を誇って

いる。 

それがまた吸引力となり,都市への集積

はさらに進む。この事実は災害脆弱性の蓄

積でもあるのだが,「日本人は守りを忘れて

いる」と筆者には映る。そのような現況の中

で都市の地震防災はいかにあるべきかをハ

ードからソフト面まで広く考えたい。 

 

1.2 地震・震度計の共有化による緊急対応

支援システムの確立に向けて 

発震直後の地震情報,すなわち震度や津

波情報は現行では気象庁の管轄だが,カバ

ーする面積が大き過ぎ,現在与えられるそ

れらの情報のみでは行政も防災機関も適切

な初動体勢がとれない。例えば東京の震度

は大手町の気象庁一点のみで発表されるが,

震度がローカルな地盤条件や震源距離で大

きく異なる直下地震にどう対応しようとい

うのか。現在,計測震度計や地震計が地域行

政機関や様々な企業に設置されている。そ

して JR やガス会社は,独自の緊急対応シス

テムをもっている。それらを共有化し,オン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラインで自治体の防災センター,消防・警察

ほかの防災機関に伝達することが地域の最

適緊急対応のための第一歩である。震度が

わかれば,地域の被災度の目安が得られる。

本年1月17日の南カリフォルニアのノース

リッジ地震では,高密配置の地震計の観測

記録がカリフォルニア工科大にリアルタイ

ムで集中伝達され,即時に幹線道路,電力,

ガス,水道,鉄道等の管理者に地震動の強さ

の分布が知らされたため,被災点検が極め

て狭いエリアに限定され,効率的初動対応

が実施された。この地震計による緊急対応

支援システムには USGS(米国地質調査所)も

組み込まれた。まさに連邦から大学,ローカ

ルの官民一体のシステムであり,既往の地

震での被害情報収集のもたつき,それらの

苦い体験から構築されたのである。さらに

はその背景に,正確な地震予知はほとんど

不可能であるとする米国の最近の研究機関

や研究者たちのほぼ一致した見解がある。 

筆者は,一昨年来,このようなシステムの

早期確立を提案してきたが,昨年の2つの北

海道での地震災害調査体験と併わせ,「地震

に強いまちづくり」の第一歩は,現在ばらば

らに配置・管理されている震度計・地震計を

ネットワーク化し,地域の行政・諸防災機関
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がきめの細かい地震情報を迅速に把握でき

るシステムをつくることにあることを改め

て強調したい。我が国では,区市町村を末端

とした都道府県単位が現実的であろう。そ

して,それぞれの地域特性に応じ,行政,消

防,大学などがそのセンターとなればよい。

そのとき,米国で USGS が演じている役割り

を,我が国の気象庁もまた求められる。 

 

1.3 企業等の防災力の向上への期待 

現代社会における人々の生活は,全面的

に企業活動に依存している。それ故,ここで

はまず生活者の立場から企業防災の意義を

考える。すなわち,企業の従業員とその家族,

そして顧客,場としての「まち」の立場から

という意味である。防災の原点は本来は個

人・家庭からなのだが,個人などの備えには

限界があるし,実態として人々の防災意識

は必ずしも高くない。現状では遠距離通勤

者やその家族にとって平日の昼間帯に大地

震が起こったら,交通の途絶による家族離

散はまず避けられない。さまざまな「まち」

における遠距離外来者についても同様であ

る。それらの人々の多くはその目的が何で

あれ,様々な企業の場に集ってくるのであ

る。特に大都市都心部は一時的にではあれ,

常住人口を大幅に上回る生活者を抱え込む

ことになる。地域行政は,そのような事態に

対しては実質的に無力である。 

とすれば,いつ回復するかわからない交

通機関の全ての駅に群衆が殺到し,そこで

大混乱が起こる。それが最も容易に描ける

シナリオである。原則的には,個々の企業が

自らの従業員と顧客の安全とその間の生活

に責任をもつ。ここに個々の企業というの

が大切である。大群衆が殺到すると思われ

る交通機関の駅などをもつ特定の企業もま

た対応できないことは明らかだからである。 

ところで,「安全と水はただである」,それ

が日本人の本音であるかぎり,環境も防災

課題も解決の途は見えてこない。本来,両方

とも安くないはずである。企業は自身の活

動支障を軽減するための防災投資を,人々

は自身と家庭の安全に,その収入から応分

の負担をする。これが原則である。例えば,

都心のデパートや各種のイベント会場など

で客の非常食・水,トイレの使用の備えをし

たら,コストはどの位かかるのか。買物料金

や入場料金にも安全料を含ませることにな

るが,客足が遠のくほどのコストがかかる

だろうか。その試算をし,実施にうつそう。 

従業員は企業にとって重要な機能維持・

復旧要員である。彼らの生活を数日間,企業

が保障するとしたら,それぞれが留守宅な

どの家族の安全や生活を考えるはずである。

企業が危機管理について意志決定したら,

その実践は素早い。すなわち,企業集中地域

は当然として,従業員などが住む「まち」も

その波及効果として防災力向上を期待しよ

うというのである。「地震に強いまちづくり

は企業防災から」,これが筆者の 2番目の提

言である。 

 

1.4 災害弱者などの避難計画の見直しを 

災害弱者対策で最も大きな問題になるの

は,地震市街地大火時の避難についてであ

る。地震被害想定では,一般に冬の日の夕方

の発災を仮定する。とすれば,屋外の広域避

難場所での長時間避難(生活)となる現行の

避難計画には無理がある。地震延焼火災の
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火元は,どこになるかは起こってみなけれ

ばわからない。一方,最近の都市型木造住宅

地での延焼速度は,1 時間当たり 100m を大

きく超えることはないと推測される。した

がって,それぞれの最寄りの小学校の体育

館や校舎を,避難場所・救護所として最大限

に活用することを考えるべきである。現在,

そのような場所は一次集合場所と位置付け

られているが,それはあくまでもグラウン

ドに限られている。そこで望まれるのは屋

内の開放,一次救護所として地域の医療ス

タッフが非常参集する場としての位置付け,

救急医療のための非常用電源の設置,医療

用資源の保管場所,飲料水・食料の最低限の

確保などである。 

災害弱者,地震による負傷者(高齢者が多

い)といえども家族や近隣住民の介護があ

れば,最寄りの小学校ぐらいまでは行ける

だろう。だが,現状ではそこには何もない。

また,地域の診療所などは一般に地震への

備えはない。地域に医師はいるが,自身の診

療所は使えず,どこへ行ったら救急医療を

行えるかわからない。それが現実である。救

急車を呼ぼうとしても電話は使えず,大規

模病院へは交通渋滞などで行けず,それが

大災害では必ず起こる。一次避難場所に行

けば大勢の健常者がいる,医師たちもいる

などのシステムづくりを,平常時に実施し

ておかねば災害弱者やけが人は救われない。

救急車はそこだけをターゲットにし,重傷

患者は後方病院にピストン搬送することに

なる。 

そこには,正確な延焼情報が伝達されね

ばならない。火災危険が迫った一次避難場

所では二次避難を実行することになるが,

そのような事態では健常な地域住民の支援

が不可欠となる。行政は人の生き死にかか

わる混乱期ともいえる緊急のフェーズにお

いては,無力であることを明確に地域住民

に伝えるべきである。現行の地域防災計画

は,あまりにも網羅的・画一的であり,全て

の事態に最善を尽くすと記されているが,

災害拡大期での実効性は著しく制約される

はずである。緊急避難期には警察は避難・緊

急車輌交通道路の確保など,消防は避難道

路沿い,避難場所近辺の消火活動,救急・救

助活動などで手一杯になるはずである。加

えて大都市の行政は迅速な職員非常参集の

困難さを地域住民に周知させ,自主防など

防災ボランティアへの期待をより強調する

とともに,上記のようなシステムづくりを

緊急に進めることが「地震に強いまちづく

り」のための重要な課題である。 

 

1.5 防災コミュニティの育成に向けて 

すでに災害拡大期など混乱期には,住民

への支援に行政等は大きな限界があること

を述べた。したがって,頼りになるのは近隣

同志の助け合いである。確かに都市での生

活の快適性の一つの条件として「人間関係

の省略」が挙げられる現状では,コミュニテ

ィの育成(復活)など絶望的とさえ思われる。

だがあきらめるわけにはいかない。高齢社

会とは,日常的にもそのような近隣相互扶

助システムがなければ成立しない社会なの

だから。防災行政も災害弱者救済対策にと

り組んでいる。墨田区などの「救急ボランテ

ィア」制度,昭和 62 年松寿苑火災後,東京消

防庁の仲立ちで進められている老人ホーム

などの社会福祉施設と町内会等の援助協定
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等である。だが,現状ではまだそれらは弱小

である。それは災害という非日常的事態を

対象とした防災行政の努力の限界でもある。 

日常的な地域の組織として,PTA,町内会,

スポーッやさまざまなサークル,比較的元

気な高齢者たちから成る老人クラブ,大学

などのサークルなど災害ボランティアグル

ープの核となりうる市民団体はある。また

最近,行政や企業がボランティア休暇を設

けるところも増えている。地域でそれらの

連係を強めることが重要である。防災だけ

のテーマでその達成を求めても人は動かな

い。地域の連帯,活性化に役立っことは何で

も企画してみよう。それはどんなイベント

(お祭り)の企画であってもいい。地元商店

街を含めた企業間の連帯,行政内の垣(縦割

り)を超えた支援と参加により「地域を知り,

そこに住み・働き・学ぶ人たちが知り合うこ

と」が原点である。 

近隣関係を育てること,それが「地震に強

いまちづくり」に直結する。日常的にも実体

があり,機能している組織しか巨大災害時

には頼りにならない。そのような人たちに,

時には防災訓練もしてもらおう。それは,従

来の防災の日の定食的なものでなく,上記

の組織などを全て巻き込んだ全地域的なも

のである必要がある。例えば,現況では地域

の企業が,住民の防災訓練に参加すること

さえまれである。大学などもそうである。防

災まちづくりは,日常的にそれぞれの地域

に関わる全ての組織と人が参加する機会を,

さまざまな立場の組織と人々の工夫で企画

し,実行すること,すなわち日常の地域社会

活動の活性化の中にこそ求められる。 

 

1.6 防災投資の経済効果を再考しよう 

防災投資は利潤を生まないと一般に考え

られてきた。だから,票にならず,政治も企

業もなかなか前向きにならない。確かにそ

の一面はあるが,全てが事実ではない。ライ

フラインの共同溝化による耐震性の向上,

幹線道路・橋梁・建物等の耐震補強,非常用

電源の導入,その他の都市システムのバッ

クアップ体制のハード面での充実は内需拡

大のための公共投資として十分意味がある

し,経済効果も期待できる。要は,私たち納

税者が安全をどう考えるか,企業はどうか

など考え方の問題である。 

最近,円高差益の還元として,電力・ガス

料金が引き下げられた。この引き下げ料金

は,少なくとも個々の一般家庭単位でいえ

ば,ごく小額であり家計の足しにはなると

は思えない。このような機会にその分を安

全性向上に費す論理を,世論に訴えても消

費者の支持は得られないものだろうか。我

が国では,成熟社会なる言葉が使われるよ

うになって久しい。もはや生産や開発によ

り高度経済成長を再び期待できないことは

誰もがよく知っている。急速な高齢化も確

実に進行している。個人から国のさまざま

なレベルで,まだ経済活力があるうちに,安

全への投資を真剣に考えるべきと考える。

そうでなければ,今日の米国都市基盤の老

朽化の後追いになってしまう。これは 1989

年ロマプリータ地震,本年のノースリッジ

地震の教訓でもある。 

「地震に強いまち」,それは基本的にはハ

ードな意味で耐震都市であることが必要条

件となる。 
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1.7 おわりに 

震災対策は時系列的に,事前の備え,緊急

対応,復旧に大別され,従来は復旧〉対応〉備

えの順に考えてきたが,今後はそれを逆転

させ,「備え」に最も力を入れたい。これは,

第 2 回日米企業防災会議(1993 年 11 月,東

京)でのサンフランシスコ湾岸地域の防災

行政マンの発言であった。最近,カリフォル

ニアで多発する災害での苦い体験,さらに

The Big One への思いからであろう。この

小文で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

筆者は「地震に強いまち」の視点から,最

も緊急を要する幾つかの課題と対する提言

を行った。いずれも私たちの意識の転換,我

が国縦割り構造の変換(組織横断,統合化)

を必要とするが,プライオリティ・具現化の

可能性をよく考え,実現性ある提言を行っ

たつもりである。読者のご理解とご批判を

期待したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


